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愛知県における
地震防災対策の取組について

■愛知県内の強化地域及び推進地域の指定状況

県内54市町村のうち豊根村を除く全ての市町村が、
その両方、又はいずれか一方の地域に指定

の防災対策強化地域：３９市町村
の防災対策推進地域：５１市町村

の強化地域のみ

の推進地域のみ

強化地域＋推進地域

地域指定なし

(平成２４年４月現在:県内５４市町村）

東 海 地 震
東南海・南海地震

東南海・南海地震

東 海 地 震



① 住宅等の耐震化※

⑦ 緊急輸送道路の橋梁の耐震補強※

※①、⑦の２つの目標は重複

① 住宅等の耐震化

② 家具の固定

③ 自主防災組織の育成・充実

④ 急傾斜地崩壊危険箇所の対策

⑤ 密集市街地の整備

⑥ 消防団の充実・強化

⑬ 企業の業務継続の取組の推進

⑭ 耐震強化岸壁の整備

■第２次あいち地震対策アクションプランの概要
（計画期間平成１９年度～２６年度）

減災目標を達成するための具体項目として、下記の１４項目を設定

減災目標１（＝死者数の半減）を達成するための具体項目

減災目標２（＝経済被害額の半減）を達成するための具体項目

⑦ 緊急輸送道路の橋梁の耐震補強

⑧ 津波ハザードマップ作成支援

⑨ 津波防災訓練の実施

⑩ 防災行政無線（同報系）等の整備

⑪ 高台等安全な避難地の確保

⑫ 海岸・河川保全施設整備の推進

■第２次あいち地震対策アクションプランの概要
（計画期間平成１９年度～２６年度）

①住宅等の耐震化（住宅の耐震化率７８％→９０％）

⇒【住宅の耐震診断補助の実施 １１２,０００戸】

⑦緊急輸送道路の橋梁の耐震補強

（緊急輸送道路等における橋梁の耐震化率３９．７％→１００％）

⇒【優先整備橋梁１６７橋の耐震化を完了する】

⑫ 海岸・河川保全施設整備の推進

（海岸堤防（優先区間等）の耐震化率４０．３％→１００％）

⇒【海岸堤防（優先区間約２４．３Ｋｍ）の耐震化を完了する】

（河川堤防（優先区間）の耐震化率６６．７％→１００％）

⇒【低地地域の河川堤防（優先区間約９Ｋｍ）の耐震化を完了する】

具体な数値目標（抜粋）
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第２次あいち地震対策（Ｈ１９～Ｈ２６）
アクションプランの検証、見直し

被害予測 (24年度)
津波堆積物調査

(23年度)

被害予測調査検討委員会

東日本大震災の検証
(23年度)

本県の災害対応力
の検証 (24年度)

国の動き
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防災会議地震部会

検 証

愛知県防災会議

■東日本大震災を踏まえた地震防災対策の見直し

■東日本大震災を踏まえた地震防災対策の見直し

愛知県東海地震・東南海地震・南海地震等被害予測調査

・調査の体制

愛 知 県 防災局アドバイザー
（助言）

防災戦略ＷＧ
※検討委員会会長・各ＷＧリーダー等で構成

愛知県防災対策の見直し
愛知県地域防災計画の見直し

防災協働社会の推進

委託業者

愛知県防災会議

指示 報告

愛知県防災会議
地震部会

依頼

愛知県
東海地震・

東南海地震・
南海地震等

被害予測調査
検討委員会

報告

指導
助言

報告

東日本大震災の検証、災害対応力の検証
広域連携、災害シナリオの作成
愛知県防災対策のとりまとめ
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■都市の災害対応力の確保

【狙い】

東日本大震災での復興計画立案の状況や課題等を踏まえて、被災後の都市の復興

に関する手続きの流れや計画の考え方などを再検証する。

また、被災前の日頃から被害の最小化につながる都市計画やまちづくりを進める「事

前復興対策」の推進により、都市被害の軽減や復興計画に関する合意形成の円滑化、

都市復興の迅速化などを図る。

○ 愛知県震災復興都市計画の手引きの策定

Ｈ２３年度 手続き編（被災後の復興都市計画の手順（建築基準法、被災市街地復興

特別措置法等による建築制限、都市計画決定）、考え方等）の策定完了

Ｈ２４年度 計画編（被災状況や地域特性に応じた分類とその考え方、市町村とのケー

ススタディ、勉強会の実施、事前復興対策の推進について）の策定


